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調査実施概要1
１．調査対象企業

海外ビジネスに関心が高い日本企業（本社） ： 9,384社

（内訳）ジェトロ会員企業（ジェトロ・メンバーズ） ：  3,316社

ジェトロのサービスの利用企業 ： 6,068社

※本調査はジェトロ・メンバーズを対象に2002年度に開始、今回で22回目。

2011年度より、調査対象企業を拡大。2020～2021年度はオンライン形式

のみ。

２．調査項目

 (1) 貴社の概要

 (2) 海外ビジネスの状況

 (3) 貿易への取り組み

 (4) 調達の状況

 (5) 海外進出への取り組み

 (6) 人権、環境等への取り組み

 (7) DX・ECの取り組み

３．調査方法

オンライン・郵送形式でアンケートを実施。

４．調査期間

2023年11月14日～2023年12月18日

５．回収状況

有効回収数：3,196社（うちジェトロ・メンバーズ：1,107社）

有効回答率： 34.1％

回答企業の概要（全体、業種別、企業規模別）

全体・業種・規模 企業数 構成比(％)
全体 3,196 100.0
製造業 1,834 57.4
飲食料品 521 16.3
繊維・織物／アパレル 103 3.2
木材・木製品／家具・建材／紙パルプ 71 2.2
化学 81 2.5
医療品・化粧品 66 2.1
石油・プラスチック・ゴム製品 88 2.8
窯業・土石 28 0.9
鉄鋼／非鉄金属／金属製品 206 6.4
一般機械 161 5.0
電気機械 113 3.5
情報通信機械／電子部品・デバイス 53 1.7
自動車・同部品／その他輸送機器 85 2.7
精密機器 74 2.3
その他の製造業 184 5.8
非製造業 1,362 42.6
商社・卸売 721 22.6
小売 110 3.4
建設 95 3.0
運輸 71 2.2
金融・保険 55 1.7
通信・情報・ソフトウェア 84 2.6
専門サービス 68 2.1
その他の非製造業 158 4.9
大企業 484 15.1
大企業（中堅企業を除く） 113 3.5
中堅企業 371 11.6
中小企業 2,712 84.9
中小企業（小規模企業者を除く） 1,079 33.8
小規模企業者 1,633 51.1

調査の概要
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調査結果のポイント

◼ 企業が今後3年で最も重視する輸出先は、米国が首位。中国を初めて上回る。台湾やインドを選ぶ
企業の割合も大幅に増加。ターゲット市場の分散、多角化を図る動きが背景に。

◼ 海外拠点の事業拡大意欲は前年から上向く。今後の事業拡大先では、前年に続き米国が首位。大
企業では、インドが首位となった。

◼ 中国で既存ビジネスの拡充や新規ビジネスを検討する企業は、全体の3分の1で過去最低に。一方、
中国進出企業や中国へ輸出を行う企業では、半数以上が既存ビジネスの拡充を見込む。

◼ 2023年以降、約7割の企業が、販売・調達・生産戦略において何らかの見直しを実施。

◼ コスト増を理由に調達先の分散が進展。今後注力・注目する海外調達先は「中国」との回答が最多。

◼ 円安の進行は43％の企業にマイナスの影響。17％にプラスの影響。望ましい為替レートは120～
124円との回答が最多。長期化する円安へ徐々に対応が進む。

◼ DXに取り組む企業は2年連続で拡大。現場の作業効率化やデータ活用による市場開拓を狙う。

◼ 人権尊重の取り組みは大企業が牽引。半面、中小企業の取り組みは進まず。

◼ 脱炭素化への取り組みは、前年から進展見られず。大企業では、脱炭素化に取り組む企業が8割近
くに達するも、中小企業では同4割を下回る。

海外ビジネスの見通し1

時代や社会の要請に応じたビジネス変革3

サプライチェーンの見直し2
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Ⅰ. 海外ビジネスの見通し
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増加(n=1,136)

減少(n=403)

輸出を増やす企業は5割を維持、地政学の影響も

2023年の輸出見通し（前年比、数量ベース）

◼ 2023年の輸出見通しについて、約5割の輸出企業が前年比で輸出数量が「増加」すると回答。一方、「減少」との

回答は2割を下回る。「増加」、「減少」の回答割合は、いずれも前年からほぼ横ばい。

◼ 現地市場の需要には、地政学リスクやインフレなど複数の要因が影響。また、中国による輸入制限措置を受けて、輸

出が減少する見通しの企業もみられる。

（注）nは本調査の全回答企業のうち、自社による直接輸出または他社を通じた間
接輸出を行っている企業であって、無回答を除いた企業数。

１

輸出見通しの要因（見通し別〔増加・減少〕、複数回答）

増加

49.3%

横ばい

32.9%

減少

17.8%

（n=2,318）

Ⅰ．海外ビジネスの見通し

◇地政学リスクを理由に、顧客が中国など競合他

社より当社製品を選ぶ。（一般機械、輸出増）

◇世界的物価高騰。昨年の在庫過多（飲食料品、

輸出減）

◇ALPS処理水放出を受けた禁輸措置、風評被

害 （飲食料品、輸出減）
（注）nは輸出見通しを「増加」「減少」と答えた企業のうち、

無回答を除いた企業数。
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最も重視する輸出先は米国がトップ、中国を上回る

今後最重要と考える輸出先（米国、中国、時系列）

◼ 最重要な輸出先では「米国」との回答が2割超で最大。比較可能な2016年以降で、中国が初めて首位を譲る。

◼ 前年調査で「中国」を選択した企業のうち、4割強が中国以外の輸出先を選択。米国やインド、台湾など第3国・地域を

選ぶ動きが増加。飲食料品、商社・卸売、機械などの業種で、最重要市場を中国以外に変更する企業が目立つ。

（注）2017年、2019年は同じ設問で調査を実施せず。
無回答の企業を除く。

2

中国

222社

中国

126社
米国

29社

その他

最重要輸出先の変更（連続回答企業）
（2022年〔中国〕→2023年〔主な回答〕）

主な業種（2022年〔中国〕→2023年〔中国以外〕）

13.1％

56.8％
30.2％

《主な内訳》
インド13社、台湾10社
香港8社、ベトナム8社

業種 企業数 主な変更先
飲食料品 26社 米国（11社）、台湾（3社）

商社・卸売 20社 インド（4社）、台湾・タイ（各3社）

一般機械/
電気機械

15社 インド（5社）ほか

（注）2023年度調査で
無回答の企業を除く。

（％）
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(n=1,868)

2018
(n=2,105)

2020
(n=1,760)

2021
(n=1,242)

2022
(n=1,769)

2023
(n=2,179)

米国 中国

Ⅰ．海外ビジネスの見通し
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81.9%

20.0%

現地市場の需要増

販売先の多角化

輸出市場の多角化で、台湾やインドに熱視線

今後最重要と考える輸出先（台湾・インド）

◼ 輸出先として最も重視する国・地域のうち、過去3年間で、インドと台湾を選択する企業の割合が増加。

◼ それぞれの市場での需要増のほか、販路を拡大する中で、輸出市場の多角化を目指す動機が目立つ。台湾は飲食

料品など消費市場向けの業種で、インドは製造業関連で、それぞれ重視する企業の割合が高い。

3

インド

◇販売部門強化に向け投資進行中（商社・卸売）

◇厳しい規制だが、人口と市場の魅力を感じる（飲食

料品）

台湾

◇材料メーカーの新たな集積が進むことに伴う需要増

加が見込まれる（建設）

◇製造拠点があり、サプライチェーンを含め、現地の情

報収集がしやすい（金属製品）

輸出先として
最重視する
割合

重視する理由
（上位2項目）
【複数回答可】

主な業種
（上位3種）

回答企業
コメント

飲食料品 商社・卸売
医療品・化粧品/

その他製造業

49社
(31.6％)

34社
(21.9％)

各10社
(6.5％)

商社・卸売 一般機械
鉄鋼/非鉄金属/

金属製品

27社
(20.5％)

22社
(16.7％)

13社
(9.8％)

18.2%

92.4%

販売先の多角化

現地市場の需要増

（n=132）

（％）

（％）

4.6 4.8

7.1

2021
(n=1,242)

2022
(n=1,769)

2023
(n=2,179)

2.7 3.1

6.1

2021
(n=1,242)

2022
(n=1,769)

2023
(n=2,179)

（n=155）

Ⅰ．海外ビジネスの見通し
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41.7

45.5

48.3

49.5

51.3

57.9

60.9

65.0

67.1

72.4

窯業・土石(n=24)

情報通信機械／電子部品・デバイス…

一般機械(n=147)

電気機械(n=97)

石油・石炭・プラスチック・ゴム製品…

木材・木製品／家具・建材／紙パル…

精密機器(n=69)

飲食料品(n=460)

化学(n=76)

医療品・化粧品(n=58)

増加 変化なし 減少

【製造業の業種別海外売上高増減】

石油・プラスチック・ゴム製品(n=78)

木材・木製品／家具・建材／紙パルプ
(n=57)

情報通信機械／電子部品・デバイス(n=44)

48.3

55.7

36.3

30.5

15.3

13.8

国内

(n=3,086)

海外

(n=2,593)

増加 変化なし 減少

50.5

57.7

34.4

29.3

15.1

13.0

国内(n=1,786)

海外(n=1,615)

2024年度の海外売上高、5割超の企業が増加を見込む

2024年度の国内・海外売上高増減（対2023年度）

◼ 2024年度の海外売上高について、前年比で「増加」を見込む企業の割合は全体の55.7％。国内で売上高増

加の見込む企業の割合を7.3ポイント上回った。特に製造業で、海外売上高の増加を見込む割合が高い。

◼ 医療品・化粧品、化学、飲食料品、精密機器では、6割以上が増加を見込む。

（注）nは無回答を除いた企業数。海外のnは輸出、または海外進出を行っている企業数。

４

【全体】

【製造業】

【非製造業】

45.4

52.4

38.9

32.5

15.7

15.1

国内(n=1,300)

海外(n=978)

…

（注）増加割合が多い順に上位5業種、下位5業種を掲載。

Ⅰ．海外ビジネスの見通し

（％）（％）
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海外拠点のビジネス拡大意欲、やや上向く

◼ 今後3年程度の海外進出方針は、すでに海外拠点を持つ企業の47.4％が「さらに拡大を図る」と回答、前年

（43.5％）からやや上向く。

◼ 海外拠点を持たない企業では、「新たに進出したい」とする企業が約4割と横ばい。中小企業でより強い慎重姿勢。

5

【すでに海外拠点を持つ企業】 【海外拠点を持たない企業】

（％） （％）全体 全体

大企業 大企業

中小企業 中小企業

（注）nは「無回答」を除く企業数。

45.9 

41.5 

50.4 

48.4 

47.4 

43.5 

54.4 

53.3 

66.9 

47.7 

50.8 

41.9 

45.3 

45.8 

49.1 

41.6 

41.9 

28.5 

5.4 

5.9 

5.6 

3.8 

5.5 

5.2 

3.2 

3.5 

1.7 

0.9 

1.9 

2.1 

2.5 

1.3 

2.1 

0.8 

1.4 

2.9 

23年度
(n=775)

22年度
(n=837)

23年度
(n=377)

22年度
(n=364)

23年度
(n=1,152)

22年度
(n=1,201)

21年度
(n=726)

20年度
(n=955)

19年度
(n=1,524)

さらに拡大を図る 現状を維持する

縮小、撤退が必要と考えている その他

今後の海外進出方針

37.9

41.1

43.6

37.0

38.1

40.9

42.7

38.6

47.1

49.1

51.0

42.3

51.1

48.8

51.0

42.8

51.2

40.9

13.0

7.9

14.1

12.0

13.1

8.1

14.6

10.2

11.9

23年度
(n=1,656)

22年度
(n=1,732)

23年度
(n=78)

22年度
(n=92)

23年度
(n=1,734)

22年度
(n=1,824)

21年度
(n=987)

20年度
(n=1,710)

19年度
(n=1,835)

今後新たに進出したい
今後とも海外への事業展開は行わない
その他

Ⅰ．海外ビジネスの見通し
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今後の事業拡大先、米国がトップ、ベトナムが続く

今後の事業拡大先（上位10カ国・地域）

◼ 今後、海外で事業拡大を図る国・地域では、米国（28.1％）の回答比率が最も高く、ベトナム、中国が続く。大

企業ではインド（29.5％）の回答比率がベトナム（28.6％）、米国（25.7％）を上回り首位に。

◼ 業種別では、電気機械、自動車・同部品/その他輸送機器、建設でインドでの事業拡大意欲が最大。

（複数回答、％）

（注）①ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」、「現在、海外に拠点はないが、今後新たに進出したい」と回答し、かつ事業拡大先（最大3つ）につき
回答した企業数。②国・地域別の比率は、選択理由と共に回答した企業数の比率。国・地域名の括弧内は2022年度調査の順位。②EUの内訳は選択肢の設定がない。
③（右表）業種ごとのｎに対する比率。20社未満除く。

（複数回答、％）

6

今後の事業拡大先（業種別）

回答比率首位

製
造
業

飲食料品(n=174) 米国 42.5

繊維・織物／アパレル(n=42) EU 35.7

木材・木製品／家具・建材／紙パルプ
(n=29)

米国 34.5

化学(n=42) 米国 38.1

医療品・化粧品(n=32) 中国/台湾/ﾀｲ 25.0

石油・プラスチック・ゴム製品(n=35) 米国 34.3

鉄鋼／非鉄金属／金属製品(n=79) ベトナム 35.4

一般機械(n=56) 米国 42.9

電気機械(n=50) インド 32.0

情報通信機械／電子部品・デバイス
(n=20)

米国 40.0

自動車・同部品／その他輸送機器(n=32) インド 34.4

精密機器(n=26) 中国 34.6

非
製
造
業

商社・卸売(n=275) ベトナム 28.0

小売(n=47) 米国/中国 23.4

建設(n=27) インド 25.9

運輸(n=26) ベトナム 30.8

通信・情報・ソフトウェア(n=32) ベトナム 37.5

28.1 

24.9 

22.6 

18.6 

17.5 

16.2 

13.9 

13.6 

9.7 

7.6 

25.7 

28.6 

24.3 

12.4 

20.0 

29.5 

18.1 

10.5 

9.0 

9.5 

28.7 

24.1 

22.3 

20.0 

17.0 

13.3 

13.0 

14.3 

9.9 

7.2 

0 20 40

米国 (1)

ベトナム (2)

中国 (3)

 EU (4)

タイ (5)

インド (7)

インドネシア (6)

台湾 (8)

シンガポール (9)

マレーシア (10)

全体（n=1,180)

大企業（n=210)

中小企業（n=970)

前回順位

Ⅰ．海外ビジネスの見通し
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事業拡大先の選択理由は「市場規模・成長性」が最大

事業拡大先の選択理由（全体）

◼ 今後の事業拡大先の選択理由は、81.8％が「市場規模・成長性」と最大。インドでは9割超の企業が期待。

◼ ベトナム、中国では「すでに自社の拠点がある」が続く。ベトナムは「人件費の安さ、豊富な労働力」（27.6％）も

主な選択理由に。

（複数回答、％）

7

事業拡大先（上位10カ国・地域）別の選択理由

（複数回答、％）

（注）①ｎは「現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を図る」、「現在、海外に拠点はないが、今後新たに進出したい」と回答し、かつ事業拡大先（最大3つ）につき
回答した企業数。②（右表）国・地域ごとの回答企業数に対する比率（選択理由と合わせて国・地域を回答した企業のみ）。太字は20％以上、赤字は80％以上。

米国 ベトナム 中国 EU タイ

(n=332) (n=294) (n=267) (n=220) (n=207)

① 86.1 ① 76.9 ① 81.3 ① 75.5 ① 66.2

② 30.4 ③ 31.6 ③ 38.6 ② 28.6 ② 33.8

③ 23.8 ⑦ 27.6 ② 27.0 ⑤ 18.6 ③ 31.9

⑥ 19.3 ② 22.8 ④ 24.0 ④ 15.5 ④ 23.2

⑤ 19.0 ④ 20.1 ⑧ 13.9 ⑥ 14.1 ⑧ 15.5

インド インドネシア 台湾 シンガポール マレーシア

(n=191) (n=164) (n=161) (n=115) (n=90)

① 93.7 ① 82.9 ① 66.5 ① 59.1 ① 66.7

② 25.7 ② 25.0 ② 29.2 ⑤ 32.2 ④ 28.9

③ 25.7 ③ 19.5 ④ 15.5 ④ 20.0 ② 25.6

⑦ 19.9 ④ 18.3 ⑥ 14.9 ② 14.8 ③ 20.0

④ 19.4 ⑦ 14.6 ⑤ 13.7 ⑥ 14.8 ⑤ 18.9

83.1

36.3

29.8

23.2

25.6

22.2

18.7

16.7

15.4

4.6

8.0

81.8

35.0

33.0

24.9

20.4

17.6

15.3

14.5

8.8

6.9

4.4

0 50 100

①市場規模・成長性

②顧客（納入先）企業の集積

③すでに自社の拠点がある

④自社の海外拠点戦略に
基づく（拠点統合など）

⑤安定した政治・社会情勢

⑥言語・コミュニケーション
上の障害の少なさ

⑦人件費の安さ、豊富な労働力

⑧関連産業の集積
（現地調達が容易）

⑨インフラ（電力、運輸、
通信等）の充実

⑩その他

⑪税制面での優位性
（法人税、関税など）

2022年度
(n=1,230)

2023年度
(n=1,180)

Ⅰ．海外ビジネスの見通し
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40.8 

29.3 

38.4 

45.9 

10.2 

9.1 

13.3 

11.8 

29.3 

35.8 

35.0 

25.0 

8.3 

11.5 

6.9 

7.1 

0.9 

1.4 

1.0 

2.0 

10.4 

12.7 

5.4 

8.1 

38.0 60.0 

0 20 40 60 80 100 

中国への輸出
(n=1,217)

中国からの輸入
(n=1,114)

投資(現地への進出)
(n=391)

業務・技術提携
(n=296)

実施していない
(n=1,195)

既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する

規模やペースを落としながらも、既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する

既存のビジネス規模を維持する

中国ビジネスは縮小して、日本を含む他国への分散・移管を検討する

中国ビジネスからは撤退して、日本を含む他国への分散・移管を検討する

まだ分からない

今後ともビジネス展開は行わない

今後の対中国ビジネス展開の方針、大きく分かれる8

既存の中国ビジネスの状況（全体） 今後の中国ビジネス展開の方針（既存のビジネス形態別）

◼ 中国との間で、輸出入、投資、技術提携など、何らかのビジネスを行っている企業の割合は61.5％。大企業で

は約4割（38.2％）が中国に進出済み。他方、中小企業の同割合は8.2％にとどまる。

◼ 現状で中国向け輸出、投資、業務・技術提携を行っている企業は、いずれも5割以上が、現状の中国ビジネス

を拡充する方針を示す。既存の対中ビジネスがない企業の6割は、今後もビジネス展開を行わない意向。

39.0 

35.9 

12.7 

9.6 

38.5 

2.3 

49.3 

45.6 

38.2 

19.7 

23.1 

3.8 

37.2 

34.1 

8.2 

7.8 

41.2 

2.0 

0 25 50

中国への輸出（販売）

中国からの輸入（調達）

投資（現地への進出）

在中国企業との業務・技術提携

実施していない

その他

全体(n=3136) 大企業(n=471) 中小企業(n=2665)

（％）

（％）

（注）左図は「実施していない」を除き、複数回答。無回答は集計対象から除く（左図、右図とも）。

Ⅰ．海外ビジネスの見通し
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中国ビジネスに対する意欲、過去10年で最低9

今後の中国ビジネス展開の方針（全体）

（注） ①集計対象（n）は全回答企業ベース（既存で中国ビジネスを実施していない企業も含む）から「今後ともビジネス展開は行わない」と無回答は集計対象から除く。
②18年度、19年度、21年度、22年度は本設問を設けていない。

◼ 中国で既存ビジネスの拡充や新規ビジネスを検討する企業の割合は33.9％。同条件で比較可能な2013年12月

以降で最小となる一方、既存のビジネス規模を維持する企業の割合（27.2％）は同最大。

◼ 中国ビジネスの縮小や撤退を検討する企業の割合は全体の1割未満。撤退の検討はわずか1.3％にとどまる。

26.8 

32.7 

42.9 

41.5 

37.0 

37.6 

32.2 

7.1 

6.8 

5.4 

7.2 

8.9 

9.3 

11.1 

27.2 

18.7 

15.5 

16.2 

21.3 

20.2 

24.7 

7.5 

4.3 

2.8 

4.0 

4.9 

5.7 

6.7 

1.3 

0.9 

1.3 

1.1 

1.4 

1.1 

1.4 

30.2 

36.7 

32.0 

30.1 

26.5 

26.1 

24.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

23年11月
（n=2,393）

20年11月
（n=2,068）

17年12月
（n=2,521）

16年12月
（n=2,301）

15年12月
（n=2,312）

14年12月
（n=2,249）

13年12月
（n=2,676）

既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する
規模やペースを落としながらも、既存ビジネスの拡充、新規ビジネスを検討する
既存のビジネス規模を維持する
中国ビジネスは縮小して、他国への移管を検討する
中国ビジネスからは撤退して、他国での展開を検討する
まだ分からない

（％）

調査時期

Ⅰ．海外ビジネスの見通し
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41.4 

48.3 

12.1 

13.0 

13.5 

15.0 

15.5 

16.9 

18.4 

20.8 

31.9 

42.0 

56.0 

0 20 40 60

現地市場の成長性や潜在力の低さ

取引先との関係

輸送などの面でのサプライチェーン途
絶リスクの高まり

競合の激化

中国以外のビジネス展開（検討）
先の相対的な重要性の高まり

生産・調達・販売などのネットワークの
見直し

現地市場での需要の減少

対中輸出管理などを含む貿易制限
の影響

（輸入制限・禁止などを含む）中国
側の規制の影響

コストの面での優位性の低下

地政学リスクの高まり

全体(n=207) 大企業(n=29) 中小企業(n=178)

対中ビジネスを縮小する企業、地政学リスクの高まりを懸念10

中国ビジネスを拡充・維持する理由（複数回答） 中国ビジネスを縮小・撤退する理由（複数回答）

◼ 中国ビジネスを拡充・維持する理由（有効回答1,444社）として、市場規模・成長性を挙げる企業は約6割

（58.4％）で最大。また大企業ではすでに事業が軌道に乗っていることを理由とする企業が約5割。

◼ 一方、縮小・撤退の理由（有効回答207社）では「地政学リスクの高まり」が56.0％で最も高い。

47.9 

4.3 

2.6 

3.2 

5.2 

7.0 

9.3 

17.3 

28.0 

34.5 

58.4 

0 20 40 60

その他

優秀な人材を採用しやすい

事業を始めて間もなく、投資コストを回
収していない

物流や電力などのインフラが比較的整
備されている

裾野産業の充実など調達面で他国・
地域より優位性がある

日本との距離が近く経営の目が行き届
きやすい

中国人の所得向上に伴うニーズの変
化に対応

生産や調達にかかるコストの面で他
国・地域より優位性がある

すでに事業が確立し軌道に乗っている

市場規模、成長性など販売面でビジ
ネス拡大を期待できる

全体(n=1,444) 大企業(n=280) 中小企業(n=1,164)

（％） （％）

（注）左図のｎは中国ビジネス展開の方針で、拡充、新規ビジネスの検討、既存のビジネス規模を維持すると回答した企業。右図のnは、中国ビジネスを縮小して他国への移
管を検討する企業、撤退して他国での展開を検討する企業。無回答は集計対象から除く（左図、右図とも）。

Ⅰ．海外ビジネスの見通し
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Ⅱ.サプライチェーンの見直し
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約3割の企業が調達方針を見直し

◼ 約7割の企業が、2023年以降に販売戦略、調達、生産の何らかの方針の見直しを行ったと回答。

◼ 「調達の見直し」を行ったと回答した企業は約3割。うち、日本国内および海外の取引先（調達先）の数の変更

について聞いたところ、日本国内の調達は約5割、海外からの調達は約4割に増減が発生した。

1

2023年以降に何らかの方針の見直しを行った企業
（進行中および今後1年以内の着手予定含む）

Ⅱ.サプライチェーンの見直し

主要な原材料・部品／製品について、
取引先（調達先）数の変更を行った企業

41.7

9.1

41.7

0.9
5.0 1.6

増加

減少

変更なし

日本国内からは調達していない

わからない

無回答

34.5

7.2

41.2

9.3

5.4 2.4

増加

減少

変更なし

海外からは調達していない

わからない

無回答

日本国内

n=878

海外

n=878

(注)nは 「調達の見直し」を行うと回答した878社。

44.1

27.5

20.4

29.4

3.4

45.1

27.6

20.4

27.6

1.5

42.7

28.6

21.0

28.6

4.0

48.4

22.9

18.5

28.0

3.8

35.6

23.2

17.6

37.4

6.6

0.0 20.0 40.0 60.0

販売戦略の見直し

調達の見直し

生産の見直し

何も見直さない

無回答

全体 (n=3,196) 輸出企業 (n=1,487)

海外進出企業 (n=1,176) 輸入企業 (n=156)

国内企業 (n=289)

（％）

（％）
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コスト増への対応が取引先数増加の主要因

◼ 取引先数を「増加させる」理由は、日本国内の取引先、海外の取引先ともに「コスト増への対応」が最も高い。

◼ 特に、「コスト増への対応」は製造業の回答割合が高く、日本国内では71.6％、海外では68.4％と、非製造業

に比べてそれぞれ16.9ポイント、19.3ポイント高かった。

2

日本国内の取引先の数を増加させる理由（上位5項目）

海外の取引先の数を増加させる理由（上位5項目）

n=366

n=303

（％）

（％）

Ⅱ.サプライチェーンの見直し

自動車・同部品／その他輸送機器 (n=11) 81.8%

電気機械 (n=16) 81.3%

鉄鋼／非鉄金属／金属製品 (n=32) 78.1%

石油・プラスチック・ゴム製品 (n=10) 50.0%

商社・卸売 (n=100) 46.0%

鉄鋼／非鉄金属／金属製品 (n=32) 37.5%

自動車・同部品／その他輸送機器 (n=11) 63.6%

精密機械 (n=12) 58.3%

化学 (n=12) 36.4%

石油・プラスチック・ゴム製品 (n=11) 90.9%

自動車・同部品／その他輸送機器 (n=10) 90.0%

一般機械 (n=22) 86.4%

情報通信機械／電子部品・デバイス (n=11) 54.5%

電気機械 (n=17) 52.9%

商社・卸売 (n=84) 44.0%

自動車・同部品／その他輸送機器 (n=10) 60.0%

化学 (n=17) 47.1%

飲食料品 (n=35) 34.3%

(注)  右表のnは各項目の上位3業種（n≧10のみ）。その他製造業、その他非製造業を除く。

65.0

34.7

27.6

24.9

9.6

0 20 40 60 80

コスト増への対応

自社製品・サービスへの需要の変化

地政学的リスクの回避

取引先からの要望

調達先国・地域での輸出規制

61.4

34.3

29.7

27.1

8.3

0 20 40 60 80

コスト増への対応

自社製品・サービスへの需要の変化

地政学的リスクの回避

取引先からの要望

調達先国・地域での輸出規制
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海外調達を増やす企業は中国を重視

◼ 海外からの取引先数を「増加」すると答えた企業のうち、今後調達先として注力・注目している国・地域として

50.5％が「中国」と回答。中でも、「電気機械」が82.4％と最も高かった（n=10以上の業種中）。

◼ 非製造業では、ベトナム（38.2％）、インド（22.7％）が製造業に比べて高い比率となった。

3

調達先として、特に注力する／注目している国・地域（上位10カ国・地域）

(注) ①ｎは海外からの取引先数の変化について、「増加」と答えた303社。②中国と回答した割合が多い業種はn≧10の業種のみ。

50.5 

30.0 

19.8 
17.2 15.8 15.5 14.5 14.2 

11.6 
8.6 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

中国 ベトナム 台湾 インド タイ 米国 韓国 インドネシア EU マレーシア

製造業 (n=193) 非製造業 (n=110) 全体 (n=303)

Ⅱ.サプライチェーンの見直し

中国と回答した割合が多い業種

電気機械 (n=17) 82.4%

自動車・同部品／その他輸送機器 (n=10) 70.0%

化学 (n=17) 64.7%
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3.0

5.2

4.9

4.4

5.4

2.1

9.9

5.1

0 5 10 15

2022年度（369)

2023年度（386)

2022年度（877)

2023年度（790)

大
企

業
中

小
企

業

実施済み／予定あり

検討中

55.3

39.8

36.9

34.0

24.3

20.4

4.9

3.9

2.9

64.3

25.0

32.1

50.0

14.3

14.3

7.1

0.0

0.0

52.0

45.3

38.7

28.0

28.0

22.7

4.0

5.3

4.0

0 20 40 60 80 

進出先のビジネスコストの増加
（インフレ、人件費上昇など）

地政学的リスクの回避

円安により製品／サービスの
国内への輸入コスト増加

進出先のビジネス環境
（輸出規制、労働力不足など）の変化

自社製品・サービスへの需要の変化

取引先からの要望

政府や自治体等（国内外問わず）
による支援制度の利用

その他

人権・環境等への配慮

全体
(n=103)

大企業
(n=28)

中小企業
(n=75)

海外ビジネスの国内移管を実施、予定あり企業は前年並み

海外ビジネスの国内拠点への移管

◼ 海外ビジネス（一部含む）の国内拠点への移管を「実施済み／予定あり」とする企業は4.7％と前年（4.3％）

並み。大企業では5.2％と前年（3.0％）からやや上昇。

◼ 国内移管の最大の背景は、「進出先のビジネスコストの増加」（55.3％）。大企業では「進出先のビジネス環境の変

化」が続く。中小企業では「地政学的リスクの回避」も契機に。

4

国内拠点への移管の背景

（複数回答、％）

（注）ｎは海外ビジネスの国内拠点への移管を「実施済み／予定あり」、
「検討中」と回答した企業。

（％）
企業規模別（実施済み/予定あり、検討中のみ）

（注）いずれもｎ（※下図は括弧内）は現在、海外に拠点がある企業。

4.3%

8.6%

66.6%

19.1%

1.4%

実施済み／予定あり

4.7%

検討中

4.1%

予定なし

74.1%

わからない

14.8%

無回答

2.4%

外円：
2023年度
(n=1,176)

内円：
2022年度
(n=1,246)

Ⅱ.サプライチェーンの見直し
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円安による業績へのマイナス影響、やや和らぐ

◼ 円安の進行が2023年の業績に与える影響について、「全体としてマイナスの影響がある」と答えた企業は

43.4％と、前年調査（47.0％）から3.6ポイント減少。「プラスとマイナスの影響が同程度」が3.8ポイント増。

◼ 業態別では、輸出企業のマイナス影響が5.2ポイント減少し、プラスの影響への移行がみられる。

5

円安の進行が2023年の業績に与える影響

(注)上記の「輸出企業」は、輸出を行っているが海外進出をしていない企業。
「輸入企業」は、輸入のみを行っている企業（輸出なし、海外進出なし）。
「国内企業」は、輸出・輸入・海外進出のいずれも行っていない企業。

16.8

18.3

21.0

20.7

0.7

1.3

4.1

6.2

46.5

41.3

43.1

40.4

86.6

84.6

49.8

47.4

18.1

21.5

19.8

25.9

6.0

4.5

4.9

7.6

8.7

10.6

6.1

5.2

18.8

20.8

9.5

7.6

8.3

5.5

20.4

15.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年度 (n=1,395)

2023年度 (n=1,487)

2022年度 (n=1,246)

2023年度 (n=1,176)

2022年度 (n=149)

2023年度 (n=156)

2022年度 (n=245)

2023年度 (n=289)

輸
出

企
業

海
外

進
出

企
業

輸
入

企
業

国
内

企
業

（％）n=3,196

Ⅱ.サプライチェーンの見直し

17.0

43.4
20.8

9.4

7.7

1.7
全体としてプラスの影響がある

全体としてマイナスの影響がある

プラスとマイナスの影響が同程度

影響はない

わからない

無回答

16.5

17.0

25.1

25.8

15.0

15.4

47.0

43.4

30.0

30.4

50.0

45.8

17.0

20.8

22.3

25.0

16.1

20.1

8.2

9.4

7.3

5.8

8.3

10.0

10.0

7.7

11.6

8.9

9.8

7.5

0% 50% 100%

2022年度 (n=3,118)

2023年度 (n=3,196)

2022年度 (n=466)

2023年度 (n=484)

2022年度 (n=2,652)

2023年度 (n=2,712)

全
体

大
企

業
中

小
企

業
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望ましい為替レートは120～124円が最多、円安傾向へ

◼ 望ましい為替レートは120～124円が全体の19.7％と最も多く、前年調査（16.8％）から2.9ポイント増加

した。130～134円は前年から6.1ポイント増と最も増加幅が大きかった。

◼ 前年調査と比較すると、望ましい為替レートは円安傾向へシフトしている。長期化する円安への対応と推測できる。

6

望ましい為替レート

(注)上記の「輸出企業」は、輸出を行っているが海外進出をしていない企業、「輸入企業」は、輸入のみを行っている企業（輸出なし、海外進出なし）。

5.7 

7.4 

10.6 

23.2 

13.6 

16.8 

5.2 
4.4 

2.1 
1.5 

0.7 0.7 

0.0 1.5 

6.5 

4.6 
5.9 6.2 

15.2 

10.1 

19.7 

9.0 

10.5 

4.2 
3.0 

2.1 2.0 

0.2 1.7 
5.6 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

輸出企業(2023) (n=1,487) 輸入企業(2023) (n=156)

全体(2022) (n=3,118) 全体(2023) (n=3,196)

（％）

Ⅱ.サプライチェーンの見直し
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Ⅲ.時代や社会の要請に応じたビジネス変革
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3割弱の企業が今後外国人材を増やす・新たに雇用する予定

外国人材を雇用する企業の割合

１

◼ 外国人材を雇用する企業の割合は51.4%と、前年（51.5%）から横ばい。常時雇用従業員数に占める外
国人材の割合は、大企業に比べ、中小企業のほうが高い。

◼ 今後2～3年の外国人材の雇用方針では、「今後増やす/新たに雇用する」が全体で28.4%。今後、新たに海外
進出や海外ビジネスの拡大を目指す企業は、外国人材の雇用にも意欲的。

（注） nは全体から「雇用していない」を引いた企業数。

（％）

Ⅲ.ビジネス変革

29.8

53.3

35.5

37.1

35.1

36.6

12.6

7.1

11.3

8.9

2.5

7.4

9.5

1.0

7.4

2.1

1.0

1.8

中小企業(n=1,266)

大企業(n=407)

全体(n=1,673)

1%未満 1～5% 6～10% 11～20% 20%超 無回答

外国人社員の割合 （％）

25.6

34.6

38.8

77.0

45.7

83.3

51.4

国内企業(n=289)

輸入企業(n=156)

輸出企業(n=1,487)

海外進出企業(n=1,176)

中小企業(n=2,712)

大企業(n=484)

全体(n=3,196)

外国人材雇用の今後（2～3年）の予定

n=3,196

10.5

11.1

22.2

28.4

79.8

80.0

70.8

66.4

3.9

3.1

1.5

1.1

5.8

5.8

5.5

4.2

技能実習

特定技能

技術・人文知識・国際業務
（高度外国人材）

外国人材全体

今後増やす / 新たに雇用する 現状を維持 今後減らす予定 無回答

（％）

今後の海外進出方針

海外拠点を
持つ企業

さらに拡大を図る(n=536) 49.6

現状を維持する(n=518) 26.6

海外拠点を
持たない企業

今後新たに進出したい(n=627) 35.9

今後とも海外での事業展開は行わない(n=807) 17.0

今後の海外進出方針と
外国人材雇用の予定

外国人材（全体）を「今後増やす/

新たに雇用する」と回答した割合(%)

（注）nは外国人材雇用の方針が無回答の企業を除く。
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17.2

10.8

27.3

32.1

10.2

2.3

20.7

12.8

26.4

23.4

12.9

3.8

22.0

14.7

23.5

28.5

7.8

3.5

既に取り組んでおり、成果を認識

している

既に取り組んでいるが、成果を認

識していない

意義・必要性を理解しており、これ

から取り組む予定である

意義・必要性を理解しているが取

り組んでいない

意義・必要性がなく、取り組んでい

ない

無回答

2021年度
(n=1,745)

2022年度
(n=3,118)

2023年度
(n=3,196)

63.6

47.6

34.7

30.9

29.6

19.7

18.2

18.2

15.4

14.8

9.1

13.1

23.2

8.8

21.1

18.3

19.3

7.6

9.8

14.1

9.1

19.0

16.8

22.1

28.2

18.3

22.7

28.8

25.9

24.0

9.1

13.1

17.9

19.1

12.7

33.8

34.1

39.4

35.3

32.7

2.4

3.2

11.8

7.0

7.0

3.4

1.5

9.8

11.1

9.1

4.8

4.2

7.4

1.4

2.8

2.3

4.5

3.8

3.2

金融・保険(n=55)

通信・情報・ソフトウェア(n=84)

建設(n=95)

専門サービス(n=68)

運輸(n=71)

木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ(n=71)

石油・プラスチック・ゴム製品(n=88)

医療品・化粧品(n=66)

飲食料品(n=521)

商社・卸売(n=721)

既に取り組んでおり、成果を認識している

既に取り組んでいるが、成果を認識していない

意義・必要性を理解しており、これから取り組む予定である

意義・必要性を理解しているが取り組んでいない

意義・必要性がなく、取り組んでいない

無回答

DXに取り組む企業、2年連続で拡大

DXの取り組み状況 DXの取り組み状況（業種別）

2

◼ DXに取り組んでいる企業は前回の33.5％から36.7％に拡大した。うち成果まで認識している企業は、22.0％、
成果の認識に至らない企業が14.7％。また、取り組んでいない企業の8割以上は、意義や必要性を認識している。

◼ 業種別にみると、金融・保険、通信・情報・ソフトウェアなど非製造業で成果を認識している業種が多い。医薬品・化
粧品、飲食料品では意義・必要性を理解しつつも取り組んでいない企業の割合が最も多かった。

DXに取り組む企業

36.7％

（注）n=50以上の上位、下位5業種を掲載。

（％）

…

（％）

木材・木製品／家具・建材／紙ﾊﾟﾙﾌﾟ(n=71)

Ⅲ.ビジネス変革
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59.2

56.6

45.6

21.9

18.5

9.6

8.7

4.9

4.5

65.8

59.5

46.2

13.8

24.8

12.0

12.8

3.4

5.7

57.5

55.8

45.4

24.1

16.8

8.9

7.6

5.3

4.2

現場の作業効率化や人
手不足解消

顧客データ取得・分析に
よる市場開拓

生産・在庫管理等サプラ
イチェーン高度化

越境ECやSNS等による
販路拡充

環境関連（脱炭素化
等）対応

防災や災害対応

資源・インフラなど社会基
盤の維持発展

医療・福祉、教育など市
民生活の質の向上

仮想空間やNFT等を通じ
た事業開拓

全体(n=1,923)

大企業(n=407)

中小企業(n=1,516)

3 DX推進の狙いは、作業効率化や新規市場開拓

DX推進の狙い

◼ DXの狙いについては、6割の企業が「現場の作業効率化や人手不足の解消に貢献する技術やサービス等の開発・
提供」、「 顧客データの取得・分析などを通じた新たな市場やビジネス領域の開拓」と回答。

◼ 大企業では 「現場の作業効率化や人手不足の解消」（65.8％）のほか、「環境関連（脱炭素化など）のデジタ
ル技術・サービスの開発・提供」（24.8％）の回答割合が中小企業と比べて高い。

（複数回答、％）

（注）n=20以上の上位4業種を掲載。太字は80％以上。

建設(n=71) 81.7

化学(n=57) 73.7

金融・保険(n=45) 73.3

運輸(n=56) 73.2

自動車・同部品／その他輸送機器(n=57) 71.9

小売(n=56) 83.9

金融・保険(n=45) 82.2

精密機器(n=48) 66.7

一般機械(n=103) 64.1

商社・卸売(n=382) 60.5

上位5業種

化学(n=57) 64.9

運輸(n=56) 64.3

自動車・同部品／その他輸送機器(n=57) 63.2

飲食料品(n=266) 62.0

石油・プラスチック・ゴム製品(n=53) 60.4

（注）①ｎはDXについて「既に取り組んでおり、成果を認識している」「 既に取り組んでいるが、成果を認識していない」「 意義・必要性を理解して
おり、これから取り組む予定である」のいずれかを回答した企業数。② 「その他」と無回答を除く。

Ⅲ.ビジネス変革
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25.0

2.4

5.9

62.2

4.5

国内の企業・機関と連携

海外の企業・機関と連携

国内・海外双方の企業・機関と連携

組織内のみ

無回答

国内または
海外の「企
業・機関と
連携」は、

33.3％

62.2

32.1

35.4

1.8

6.3

6.7

17.9

8.3

26.7

46.4

45.8

4.4

1.8

4.2

金融・保険(n=45)

運輸(n=56)

精密機器(n=48)

28.7

23.9

26.2

24.0

2.0

2.5

3.1

1.8

11.5

4.4

8.6

3.8

52.8

64.8

57.9

65.6

4.9

4.4

4.2

4.8

大企業(n=407)

中小企業(n=1,516)

海外進出企業(n=836)

海外拠点なしの企業(n=1,027)

4 DX推進に向け、国内外企業との連携が進む

DX推進のための国内外企業との協業・連携状況

◼ DX推進の手段として国内外企業・機関との協業・連携状況を聞いたところ、全体の3分の1の企業が国内外の企
業・機関と連携していると回答。6割の企業は、組織内のみで推進している。

◼ 大企業および海外進出企業では4割前後の企業が、国内外の企業・機関と連携していると回答。業種別では、金
融・保険、運輸、精密機器では同割合が5割以上と突出して高い。

企業規模別

海外進出の有無別

（％）

（n=1,923）

（％）全体

37.9％

42.3％

30.8％

29.6％

業種別

（注）ｎはDXについて「既に取り組んでおり、成果を認識している」「 既に取り組んでいるが、成果を認識していない」「 意義・必要性を理解してお
り、これから取り組む予定である」のいずれかを回答した企業数。業種別は上位3業種のみ。

68.9％

51.8％

50.0％

Ⅲ.ビジネス変革
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23.7

9.4

7.9

7.2

8.2

16.4

15.0

17.9

23.5

28.9

8.3

9.3

13.0

21.9

17.1

21.1

30.4

33.3

45.7

20.7

21.3

9.4

8.7

9.4

9.5

17.1

17.3

20.2

26.8

27.7

特にない。
ビジネスと人権に関して特段意識したことがない

特にない。
ビジネスと人権に以前から取り組んでいる

政府や自治体、公的機関等の啓発活動
（セミナーへ参加等）

日本政府の「責任あるサプライチェーン等に
おける人権尊重のためのガイドライン」策定

業界内で取り組みが活発化

顧客から関連の要請を受けた

情報開示の要請の高まり

海外で関連の法制化が進んでいる

サステナビリティ経営の重要性の理解

メディアなどで見聞きすることが増えた

全体(n=3,196)

大企業(n=484)

中小企業(n=2,712)

大企業で人権方針策定・公表が前進も、企業規模で差開く5
◼ 自社の人権方針を策定している割合は、大企業（中堅企業を除く）で82.4％。方針の策定・公開状況は企

業規模による差が広がっている。

◼ ビジネスと人権を認識した（認識を強化した）きっかけについて、大企業では「サステナビリティ経営の重要性の理

解」（45.7％）、中小企業では「メディアなどで見聞きすることが増えた」（28.9％）が最上位。

人権尊重方針の策定・公開状況（時系列）
（％）

この2～3年でビジネスと人権について認識した／

認識を強化したきっかけ（上位10項目） （複数回答、％）

5.4

5.4

11.5

14.6

43.1

41.1

74.5

68.8

14.1

14.5

12.3

15.1

20.3

23.8

14.9

19.8

7.8

9.4

15.1

18.4

2.9

3.4

2.3

3.2

4.0

2.4

3.9

1.0

2.9

3.1

36.8

39.1

36.0

34.4

24.7

24.3

11.8

17.7

34.3

35.2

42.6

36.9

30.0

24.0

13.2

12.3

2.0

3.1

33.6

28.8

2023年度(n=1,565)

2022年度(n=1,554)

2023年度(n=1,020)

2022年度(n=1,015)

2023年度(n=348)

2022年度(n=333)

2023年度(n=102)

2022年度(n=96)

2023年度(n=3,035)

2022年度(n=2,998)

小
規

模
企

業
中

小
企

業
中

堅
企

業
大

企
業

全
体

方針を策定し、外部向けに公開している

方針を策定しているが、外部向けには公開していない

方針を策定していないが、1年以内に策定予定

方針を策定していないが、将来的に（数年以内に）策定することを検討中

今後も方針を策定する予定はない

全体

大企業
(中堅企業を除く)

中堅企業

中小企業
（小規模企業を除く）

小規模企業

Ⅲ.ビジネス変革

（注）nは「無回答」を除く企業数。 （注）上位10項目を掲載。
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大企業で人権DD実施増も、浸透には課題6
◼ 人権デューディリジェンス（DD）を実施している企業は全体の約1割。中堅企業を除く大企業では前年比5.3

ポイント増の52.5%となるも、全体として「実施する予定はない」の割合が上がっており、DDの浸透には課題。

◼ DDを実施している企業では、自社方針への準拠要請や調査・監査等を通して取引先に対しても取り組みを展

開している。

人権DDの実施状況

（％）

（注）nはいずれも「無回答」を除く企業数。

【全体・企業規模別（時系列）】
⚫ 自社の人権・調達方針等への遵守を求める／取引先の方針を遵守

• CSR調達方針を説明し、同意書をもらっている

• 取引先に対し、人権尊重に関する項目を含む購買ガイドラインを示し、人

権への配慮を求めている

• 自社・パートナー会社ともに、ハンドブックで「人権基本方針」を意識させて

いる

⚫ 取引先の人権リスクや人権への対応状況を把握

• サプライヤーアンケートを実施し、人権関係の取り組み状況等について確認

• 定期的な取引先調査、視察の実施

• 生産拠点での労働環境の監査や質問書の提出

⚫ 取引・契約関係への反映

• 契約書内へ人権尊重に対する条項を盛り込み締結

• 見積依頼書の取引条件の項目に、自社人権方針への賛同を前提とする

旨記載

• フェアトレード等の精神に反しない生産環境を確立・実践している企業との

取引に限定

⚫ その他

• 人権等に関する啓蒙、情報伝達／定期的な相互確認

• ビジネスパートナーと相互理解に基づく対等な関係を築く／タテヨコの関係

ではなく、常にパートナーとして取引

• 適正な作業人員の確保／時間外労働の厳格化／短納期等の要請を行

わない

取引先との関係において行っている人権DDの取り組み（一部抜粋）

4.9

5.6

9.7

11.2

20.7

22.6

52.5

47.2

9.9

10.6

2.2

2.5

2.3

3.8

3.3

4.5

5.9

7.9

2.5

3.3

27.3

38.8

30.2

42.0

32.2

39.8

18.8

34.8

28.5

39.9

65.6

53.1

57.8

43.0

43.8

33.1

22.8

10.1

59.1

46.2

2023年度(n=1,565)

2022年度(n=1,538)

2023年度(n=1,009)

2022年度(n=1,000)

2023年度(n=338)

2022年度(n=314)

2023年度(n=101)

2022年度(n=89)

2023年度(n=3,013)

2022年度(n=2,941)

小
規

模
企

業
中

小
企

業
中

堅
企

業
大

企
業

全
体

【形態別】

全体

大企業
(中堅企業を除く)

中堅企業

中小企業
（小規模企業を除く）

小規模企業

3.7

6.8

6.5

16.3

2.2

1.9

3.8

22.8

21.1

28.7

30.6

71.3

72.1

62.9

49.3

国内企業(n=268)

輸入企業(n=147)

輸出企業(n=1,424)

海外進出企業(n=1,103)

実施している 1年以内に実施予定

数年以内の実施を検討 実施する予定はない

Ⅲ.ビジネス変革
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40.0 

44.5 

42.0 

68.0 

78.4 

77.7 

34.4 

38.5 

35.7 

35.7 

28.1 

25.6 

23.5 

13.3 

13.6 

38.1 

30.6 

27.8 

24.3

27.5

32.3

8.5

8.3

8.7

27.5

30.8

36.5

21年度(n=1,630)

22年度(n=2,994)

23年度(n=3,073)

21年度(n=272)

22年度(n=445)

23年度(n=462)

21年度(n=1,358)

22年度(n=2,549)

23年度(n=2,611)

大企業

中小企業

（規模別）

全体

23.1 

27.0 

27.1 

39.2 

47.5 

45.8 

15.4 

18.5 

18.2 

37.3 

39.0 

36.6 

37.3 

34.5 

33.5 

37.3 

40.8 

38.0 

39.6

34.1

36.3

23.4

18.0

20.7

47.3

40.7

43.7

21年度(n=490)

22年度(n=1,157)

23年度(n=1,115)

21年度(n=158)

22年度(n=339)

23年度(n=358)

21年度(n=332)

22年度(n=818)

23年度(n=757)

（海外進出企業／規模別）

全体

大企業

中小企業

脱炭素化への取り組み、前年から進展見られず

国内における脱炭素化への取り組み状況

7

（海外進出企業／規模別）

（規模別・形態別）

(注)国内：ｎは回答企業数から「無回答」を除いた企業数、海外：ｎは海外進出企業の回答企業数から「無回答」を除いた企業数。

◼ 国内では、全体の4割の企業が脱炭素化に「すでに取り組んでいる」と回答。前年からの進捗は見られなかった。大企業

では「取り組む予定がない」とする企業の割合が1割未満となる半面、中小企業では同割合が2年連続で増加。

◼ 海外進出企業の海外における取り組みは、前年比でほぼ横ばい。「今後取り組む予定がある」企業を合わせると全体

の６割を超え、今後、海外での取り組みも国内の水準に近づく可能性がある。

国内における取り組み状況の比較

（％）

（％）

（％）

（％）

海外における取り組み状況の比較

42.0 

77.7 

35.7 

25.6 

13.6 

27.8 

32.3 

8.7 

36.5 

全体(n=3,073)

大企業(n=462)

中小企業(n=2,611)

55.9 

36.3 

33.6 

27.8 

24.7 

24.9 

26.9 

24.5 

19.5 

38.8 

39.5 

47.7 

海外進出企業(n=1,131)

国内企業(n=273)

輸出企業(n=1,441)

輸入企業(n=151)

18.2 

45.8 

27.1 

38.0 

33.5 

36.6 

43.7 

20.7 

36.3 

中小企業(n=757)

大企業(n=358)

全体(n=1,115)

すでに取り組んでいる

まだ取り組んでいないが、今後取り組む予定がある

取り組む予定はない

Ⅲ.ビジネス変革
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Scope２、Scope３の削減取り組みが進捗8

温室効果ガス排出削減方針の策定（国内） 自社の温室効果ガス排出の把握状況

◼ 脱炭素化に取り組む（または取り組む予定）企業の中で、Scope２、Scope３の削減方針を策定済みの企業は前年

比でそれぞれ2.8ポイント、1.3ポイント増加。大企業の伸びが牽引。

◼ Scope1の排出量削減方針を策定済み、策定予定の企業のうち、大企業では全体の７割近くが自社の温室効果ガス

の総排出量を把握。半面、中小企業では排出量の把握ができていない企業が約半数。

（Scope1：自社が直接排出する温室効果ガス）

（Scope2：自社が間接排出する温室効果ガス）

（Scope3：自社のサプライチェーンに関連する温室効果ガス）

13.7 
26.5 

9.7 

28.0 

42.0 

23.6 

15.6 

12.6 

16.6 

40.5 

14.8 

48.7 

2.1 4.1 1.4 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体(n=1,310) 大企業(n=317) 中小企業(n=993)
無回答

排出削減に取り組んでいるものの、自社の排出量自体は定量的に把握できていない

特定のプロセスについて排出量を把握しているが、排出量全体までは把握していない

自社の排出総量を全体として把握しているが、製品・サービスの単位当たりの排出量までは把握
していない

自社の製品・サービスの単位当たりの排出量を把握している

24.3 

50.2 

17.7 

6.8 

9.5 

6.2 

31.8 

15.4 

36.0 

28.8 

16.4 

31.9 

8.3 

8.5 

8.2 

全体(n=2,080)

大企業(n=422)

中小企業(n=1,658)

16.7 

44.5 

9.6 

6.3 

8.8 

5.6 

30.3 

17.1 

33.7 

35.7 

19.0 

39.9 

11.1 

10.7 

11.2 

全体(n=2,080)

大企業(n=422)

中小企業(n=1,658)

8.0 

22.0 

4.5 

5.7 

10.7 

4.4 

30.5 

27.5 

31.2 

44.4 

27.7 

48.7 

11.4 

12.1 

11.2 

全体(n=2,080)

大企業(n=422)

中小企業(n=1,658)

削減方針を策定済み

削減方針を今後1年以内に策定予定

削除方針を2～５年以内に策定する予定

今後も方針を策定する予定はない

無回答

(注)nは、脱炭素化に「すでに取り組んでいる」または「まだ取り組んでいないが今
後取り組む予定がある」と回答した企業数。

(注)nは、Scope１削減方針を「策定済み」、「今後１年以内に策定予定」、
「今後２～５年以内に策定予定」と回答した企業数。

Ⅲ.ビジネス変革
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まとめ

輸出や投資の拡大意欲に回復の兆し。市場の分散・多角化を狙う動きも1

目下に山積するビジネス課題。中小企業による人権DDや脱炭素化の取

り組みは足踏み

3

コスト対応、需要の変化、地政学リスクがサプライチェーン再編を加速2
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◼ ご注意

【注】単位未満を含むため、末尾が合わない場合がある。

【免責条項】本レポートで提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使用下さい。ジェトロでは、できるだけ正確な情報の提供を心掛けておりますが、本レポートで

提供した内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じたとしても、ジェトロは一切の責任を負いかねますので、ご了承下さい。

日本貿易振興機構（ジェトロ）

調査部 国際経済課

03-3582-5177

ori@jetro.go.jp

〒107-6006

東京都港区赤坂1-12-32 アーク森ビル6階

[速報版] 2023年度｜海外ビジネス調査

日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査

【禁無断転載】
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